
Ⅱ－１ Ⅱ－１

１　男女共同参画について県民の理解を深めるための広報・啓発の充実

事 業 平成24年度事業実施概要 担当課

出前トーク等の
実施

・年間46回
（うちフレンテトーク34回、出前フレンテ12回）
対象：市町、団体、企業等

環境生活部男女共同
参画・ＮＰＯ課

・男女共同参画センター「フレンテみえ」のホームペー
ジ上で「男女共同参画ゼミ」を実施した。

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、
施設見学や講演を内容とするウェルカムセミナーを
実施した。
　実施回数：24回　　参加者：264人

情報誌の発行 ・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、情
報誌「Frente」を発行した。
　年4回発行、各10,000部以上

環境生活部男女共同
参画・ＮＰＯ課

差別をなくす強調
月間

・差別をなくす強調月間（11/11～12/10）にテレビス
ポットを放映、街頭啓発を実施した。

環境生活部人権セン
ター

農山漁村のつどい
開催

・「農山漁村女性の日」に呼応して、「農山漁村のつど
い」を開催した。
「次世代につなげよう　農山漁村の力（ちから）！」
　平成25年2月5日（火）
　○講演「食を通じて生きる力を」
　　講師：竹下和男氏
　　　　（子どもが作る“弁当の日”提唱者）
　○事例発表
　　・「環境を考える取組から食育活動へ」
　　　Agriロマン四日市サルビア岡本萬里子さん
　　・「海ガールズが育む緑の絆
　　　　　～自然の恵みを次世代に！～」
　　　三重県漁協女性部連合会小寺功子さん
　参加者数：約220人

農林水産部担い手育
成課、水産経営課、
森林・林業経営課

男女共同参画
フォーラムの開催

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、
ワークショップ、対談、パネル展などを開催した。
　開催日：平成24年11月10日（土）
　参加人数：延べ408人

環境生活部男女共同
参画・ＮＰＯ課

男女共同参画強調
月間

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、6
月を男女共同参画強調月間と定め、パネル展､登録団
体の活動発表や講演会、映画上映等を実施した。
〈フレンテまつり〉
　6月2日（土）・3日（日）参加団体：41団体
　　　　　　　　　　　　 参加者：延べ2,700人
〈中園ミホさん講演会〉
　6月3日（日）参加者：605人

環境生活部男女共同
参画・ＮＰＯ課

Ⅱ　男女共同参画に関する意識の普及と教育の推進

男女共同参画に関
する学習機会の提
供

環境生活部男女共同
参画・ＮＰＯ課
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Ⅱ－１ Ⅱ－１

事 業 平成24年度事業実施概要 担当課

・男女共同参画センター「フレンテみえ」、四日市市・
鈴鹿市・名張市男女共同参画センター、津市、伊勢
市、松阪市、桑名市、尾鷲市、亀山市、鳥羽市、熊野
市、いなべ市、志摩市、伊賀市、東員町、菰野町、朝
日町、川越町、多気町、大台町、紀北町、御浜町、紀
宝町との連携により、「三重県内男女共同参画連携映
画祭2012」を開催した。
　6月16日（土）会場：亀山市　　参加者598人
　6月16日（土）会場：伊賀市　　参加者438人
　6月16日（土）会場：鳥羽市　　参加者106人
　6月17日（日）会場：大台町　　参加者89人
　6月23日（土）会場：松阪市　　参加者349人
　6月23日（土）会場：川越町（共催：朝日町）
　　　　　　　　　　　　　     参加者450人
　6月24日（日）会場：名張市　　参加者154人
　6月24日（日）会場：東員町　　参加者676人
　6月24日（日）会場：伊勢市　　参加者355人
　6月30日（土）会場：いなべ市　参加者531人
　6月30日（土）会場：菰野町　　参加者143人
　6月30日（土）会場：津市　　　参加者309人
　7月 1日（日）会場：四日市市　参加者342人
　7月 1日（日）会場：志摩市　  参加者252人
　7月 1日（日）会場：多気町　　参加者174人
　7月 7日（土）会場：桑名市　　参加者219人
　7月 7日（土）会場：鈴鹿市　　参加者231人
　7月 7日（土）会場：紀北町（共催：ﾌﾚﾝﾃみえ、
          　　尾鷲市、熊野市、御浜町、紀宝町）
　　　　　　　　　　　　　　　 参加者171人

・三重県総合文化センターのPR事業「三重そうぶんシネ
マスクエア2012」で男女共同参画の視点でみる映画上
映を実施した。
　9月15日（土）～17日（月・祝）参加者延べ604人

啓発資料の作成 ・日常生活の中から様々な人権課題について、わかりや
すく説明した啓発パンフレット「いろai」を研修の資
料として活用した。
　発行部数　10,000部

環境生活部人権セン
ター

人権フォトコンテ
スト

・人権フォトコンテストを実施した。
　応募数　373点

環境生活部人権セン
ター

地域人権啓発事業 ・県民センターが中心となってミニ人権講座、行政機関
等のトップセミナー、講演会などを実施した。
　参加者数：6,746人

環境生活部人権セン
ター

・研修テキスト「人権のまちづくりのすすめ」を活用し
た、住民等が主体となった研修会に講師等を派遣し
た。（トライ人権のまちづくりネットワーク事業）
　研修会等の開催　23回

・地域の人権課題に応じた研修会等に助言者及びアドバ
イザーを派遣した。（地域のニーズに応じた人権のま
ちづくり推進支援事業）
　研修会等の開催　計22回

人権文化のまちづ
くり創造事業

環境生活部人権課

環境生活部男女共同
参画・ＮＰＯ課

映画上映の実施
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Ⅱ－２ Ⅱ－２

２　学校等における男女共同参画教育の推進

事 業 平成24年度事業実施概要 担当課

教職員向け研修 ・

・

各種資料の活用や講師の招聘等による研修会、また、
男女の教職員が共に調理実習を行う参画型研修等を実
施した。
男女共同参画社会を実現するための教職員用リーフ
レット、県総合教育センターのネットDE研修等を活用
し、各学校において研修を実施した。

教育委員会事務局高
校教育課・小中学校
教育課

男女共同参画研修 ・インターネットを活用した「ネットＤＥ研修」におい
て、県内の教職員を対象に男女共同参画に関する研修
を実施した。
　 5 講座　受講者数 910 人

教育委員会事務局研
修推進課

取組状況調査 ・男女共同参画に係る取組状況調査を実施した。
・男女共同参画に係る校（園）内研修を実施している
学校（幼稚園を含む）の割合　73．3％
・教科等に男女共同参画の視点を位置づけて指導した
学校（幼稚園を含む）の割合　96.5％

教育委員会事務局高
校教育課・小中学校
教育課

高等学校教育での
推進

・家庭科では男女で築く家庭生活について、公民科では
職業生活や社会参加における男女共同参画について、
また、総合的な学習の時間や特別活動においては、自
分の適性や将来設計に基づいた主体的な進路選択の在
り方について学習を進めた。

教育委員会事務局高
校教育課

私立学校等での人
権教育推進

・人権教育推進担当者の活動の条件整備や、教職員人権
教育研修及び人権教育推進協議会等の運営、人権を考
える児童・生徒の集いなどの事業を推進する私立学校
に対して、その経費の一部を助成した。
　助成学校数　15校

環境生活部私学課

人権保育専門講座 ・保育士を対象に人権保育専門講座を実施した。
　延べ受講者数　687人

健康福祉部子育て支
援課
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Ⅱ－３ Ⅱ－３

３　生涯を通じた学習機会の充実

事 業 平成24年度事業実施概要 担当課

ＨＰによる学習機
会の提供

・男女共同参画センター「フレンテみえ」のホームペー
ジ上で「男女共同参画ゼミ」を実施した。

環境生活部男女共同
参画・ＮＰＯ課

男性講座の実施 ・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、男
性の地域・家庭等への参画を啓発する講座「男性講
座」を開催した。
　［企業向け］　1回開催　参加者数：139人
　［定年世代］　1回開催　参加者数：41人

環境生活部男女共同
参画・ＮＰＯ課

地域で活躍できる
人材育成講座

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、
地域で活躍できる男女共同参画の視点を持った新しい
人材の育成を目的とした講座を開催した。
<地域リーダー養成講座「いま、あなたは何をする？
～防災から考える“新しいコミュニティ”づくり」>
　全4回　参加者数：延べ176人

環境生活部男女共同
参画・ＮＰＯ課

エンパワーメン
ト・スクールの開
催

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、企
業で働く女性を対象に、仕事と生活の両立や管理職に
なる際の実践ノウハウ等を学ぶ講座を実施した。
<女性のためのパワーアップ・トレーニングコース
「のぼる？とどまる？働くわたしの処世術」>
　全3回　参加者数：延べ132人

環境生活部男女共同
参画・ＮＰＯ課

〈女性史〉
・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、平
成21年度に発刊した三重県の近代以降の女性史を活用
したパネル展を開催した。
〈統計でみる三重の男女共同参画データブック〉

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、開
催する講座内で、平成23年度に作成したデータブック
を活用した。

出前トーク等の実
施

・年間　46回
（うちフレンテトーク34回、出前フレンテ12回）
対象：市町、団体、企業等

環境生活部男女共同
参画・ＮＰＯ課

社会教育推進のた
めの研修

・社会教育委員、社会教育主事など社会教育に関わる職
員や団体の指導者などに対する研修会を実施した。
　実施回数　6回
　参加者数　292人

教育委員会事務局社
会教育・文化財保護
課

事業での託児実施 ・男女共同参画センター「フレンテみえ」が主催する全
ての事業について託児を実施した。総合文化センター
では､一部の主催事業で託児を実施した。

環境生活部男女共同
参画・ＮＰＯ課

親の学びのプログ
ラムの普及

・親の学びのプログラムを普及した。
「親なびワーク」出前講座　　　　18講座 445人

健康福祉部子どもの
育ち推進課

環境生活部男女共同
参画・ＮＰＯ課

開発した教材を基
にした啓発

22



Ⅱ－３ Ⅱ－３

事 業 平成24年度事業実施概要 担当課

企画・運営サポー
ターの養成

・男女共同参画センター「フレンテみえ」事業の企画か
ら広報・運営など実践できる人材を養成し、企画運営
を協働で実施した。
　企画・運営サポーター　12人

環境生活部男女共同
参画・ＮＰＯ課
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Ⅱ－４ Ⅱ－４

４　事業者等に対する広報・啓発の充実

事 業 平成24年度事業実施概要 担当課

「三重の労働」の
発行

・「三重の労働」を発行した。
　年7回発行　　各3,400部

雇用経済部雇用対策
課

情報発信 ・ポジティブ・アクションや女性のチャレンジ支援につ
いて、「三重の労働」及びホームページ「おしごと三
重」へ掲載した。

雇用経済部雇用対策
課

企業表彰・認証の
実施

・より多くの企業等の自主的な取組の推進を図るため認
証の募集を行い、審査後、68法人を認証制度登録企業
（認証企業）に決定。さらに、意欲的な取組を行う認
証企業を表彰候補として、男女がいきいきと働いてい
る企業三重県知事表彰選考委員会で最終選考し、4法
人に知事表彰を行った。

雇用経済部雇用対策
課

表彰受賞企業の事
業への参画

・「男女共同参画フォーラム」のワークショップにおい
て、パネリスト3名を迎え、「男女が働きやすい職場
づくり～県内企業の取組を通じて～」をテーマとして
座談会を開催した。平成24年11月10日（土）
　場所：男女共同参画センター「フレンテみえ」
　パネリスト：県内企業から3名
　コーディネーター：三重大学人文学部
　　　　　　　　　准教授　江成　幸　氏
　参加人数：58人

雇用経済部雇用対策
課

企業等における男
女共同参画の取組
推進

・働く女性を取り巻く課題に対応するため、企業等に対
し男女共同参画の視点を生かした診断及びアドバイス
を行うとともに、育児休業中の女性を対象としたセミ
ナーを開催した。
　コンサルティング　7件
　セミナー県内2カ所開催（津市、四日市市）43名

雇用経済部雇用対策
課

仕事と生活の調和
推進のための環境
整備

・企業経営者、人事労務担当者等を対象とした「働き方
改革促進セミナー」を県内3ヶ所（四日市市、津市、
伊勢市）にて開催し、アンケート調査結果の報告や積
極的な取組を行っている企業等による事例発表などを
実施し、取組の推進に向けた普及・啓発を行った。
参加者：147人

雇用経済部雇用対策
課

「家庭の日」の周
知・啓発

・子どもの豊かな育ちにおける家庭の果たす役割の重要
性について理解を深めるため、「家庭の日」を活用し
て家族の絆を深められるような取組等を実施している
企業・事業所を「家庭の日」協力事業所として登録
（平成25年3月末日現在　81事業所）し、その取組内
容を県ホームページ等で紹介した。

健康福祉部子どもの
育ち推進課

出前トーク等の実
施

・年間　46回
（うちフレンテトーク34回、出前フレンテ12回）
対象：市町、団体、企業等

環境生活部男女共同
参画・ＮＰＯ課
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Ⅱ－５ Ⅱ－５

５　メディアへの対応

事 業 平成24年度事業実施概要 担当課

報道機関への情報
提供

・報道機関に対して、県の男女共同参画に関する事業に
ついて積極的に情報提供を行った。
　報道機関への情報提供回数　29回

環境生活部男女共同
参画・ＮＰＯ課

インターネット人
権モニター事業

・インターネット上の差別事象の流布状況の調査研究、
モニタリングを実施。また、地域のキーパーソン養成
をめざしネットモニターリーダー養成講座を開催し
た。
　開催　3箇所　　参加人員　49人

環境生活部人権セン
ター
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Ⅱ－６ Ⅱ－６

６　国際的な動きへの対応と活動支援

事 業 平成24年度事業実施概要 担当課

・多言語（8言語）による外国人相談窓口の開設や専門
家（弁護士、臨床心理士など）による個別相談会の実
施（7回）、外国人住民のニーズを踏まえた出前講座
の開催（8回）、医療通訳ボランティア養成研修の開
催（のべ7回）、災害時の外国人住民支援のためのサ
ポーター研修の開催（2回）に加え、多言語(ポルトガ
ル語、スペイン語、英語、日本語）ホームページで外
国人住民の地域社会参画を進めるため、自治会やＰＴ
Ａの仕組み等を紹介する生活、行政情報の提供（ビデ
オ情報24件、文字情報103件）を行った。

・多文化共生社会の実現には、多様な主体間でコミュニ
ケーションがとれることが必須であることから、日本
語支援ボランティア活動を行う方を対象とした研修
（のべ6回）を開催した。

環境生活部多文化共
生課

多文化共生社会実
現への取組

26


